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年金記録に係るコンピュータ記録と紙台帳等の突合せ業務について 
（概要） 

 
平成２２年４月２３日 

日本年金機構記録問題対策部 
 
１．事業の概要 
 
（１）事業の目的 
  

 現在のコンピュータ記録に関しては、その一部について、紙台帳やマ
イクロフィルムの記録と一致しない事例が指摘されている。これまで国
民年金特殊台帳等について、コンピュータ記録と紙台帳等との突合せを
行い、必要な記録訂正を進めてきたが、平成２２年度より平成２５年度
までの４年間で全件照合することを目標に、突合せ業務を実施し、記録
の正確性を確保していく。 

 
（２）実施方法 
 

 ・電子画像化した紙台帳等について基礎年金番号等をキーとして検索・
閲覧できる「紙台帳検索システム」を構築し、当該システムを活用し
て実施する。 

 
・コンピュータ記録と紙台帳等の記載内容の一致・丌一致を確認する「第

１次審査」、丌一致のものについて訂正履歴や関係資料を踏まえて当該
丌一致に理由があるかを確認する「第２次審査」の工程で行う。 

  

※大量の記録を効率的かつ正確に突合せするため、 

  ①作業工程を細分化し、一人の作業スタッフの作業範囲を限定する。 

  ②分かりやすいマニュアル、丁寧な研修等を行う。 

 
（３）実施体制 
  

・全国２９箇所に突合せを行う拠点を設置し、当該拠点において実施す
る。 

 
 ・突合せ作業（審査）は、業務委託により実施し、当該作業に関する指

導及び審査結果の確認は、日本年金機構職員が実施する。 
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  ※要員数 第一次審査・第二次審査：約１７０００名  －業務委託 

       審査管理・記録訂正  ：約  ７００名 －機構職員 

           計       約１８０００名 

 
（※具体的な体制について、別紙１参照。） 

 
（４）実施スケジュール 
  

 ・紙台帳検索システムの構築状況にもよるが、現段階では、平成２２年
９月から開始する予定で準備を進めている。 

  
・まずは東京の１拠点で先行して実施し、必要な改善を行った上で、後
続拠点で事業を開始する予定。 

 
（５）作業対象 
  

 ・突合せは、①受給者・加入者に係る記録のほか、②未統合記録（いわ
ゆる５０００万件の記録）を対象とする。 

 
・古い記録を持つ受給者等から優先順位を付けて突合せを実施する。な
お、事業を実施する中で実績を検証し、必要に応じて見直す。 

 
（６）不一致事案への対応 
 

 ・委託業者の審査（第一次審査・第二次審査）の結果、コンピュータ記
録と紙台帳等の記載が一致せず、その理由も丌明のもの（＝「丌一致」
のもの）については、ご本人にお知らせを送付し、記録訂正を求める
回答があった場合には、記録訂正を行う。 

  
 

２．進捗状況 
 
 ・紙台帳検索システムについて、紙台帳等を電子画像化し、コンピュー

タ記録に紐付ける作業を実施する等、その構築を進めている。 
 

（※紐付処理の状況について、別紙２参照。） 
 
・突合せ作業（審査）の業務委託について、４月５日に調達を官報公告。

（５月下旬入札・業者決定予定） 
 
※今後のスケジュールについて、別紙３参照。 



別紙１突合せを実施する拠点の場所・規模

設置場所 規模（人）
（平成２３年１月時点）

北海道 約８００人

宮城① 約７００人

宮城② 約７００人

東京① 約１２００人

東京② 約１１００人

神奈川 約１１００人

千葉 約８００人

埼玉 約１２００人

茨城 約４００人

新潟 約３００人

栃木 約３００人

長野 約３００人

静岡 約５００人

愛知① 約９００人

愛知② 約５００人

設置場所 規模（人）
（平成２３年１月時点）

石川 約３００人

大阪① 約８００人

大阪② 約７００人

兵庫 約８００人

京都 約６００人

岡山 約３００人

広島 約７００人

香川 約３００人

愛媛 約３００人

福岡 約７００人

長崎 約３００人

熊本 約３００人

大分 約３００人

鹿児島 約４００人

計 ２９拠点 約１７，７００人

※規模は、日本年金機構職員と外部委託事業者の要員の合計
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別紙２画像データのコンピュータ記録への紐付処理の状況
【紐付処理】

突合せ作業を効率的に行うため、手帳記号番号、生年月日、氏名をキーとして、紙台帳等の画像データを
個々人のコンピュータ記録に紐付け

Ａさんの
コンピュータ記録

画像データ（Ａさんの国年の紙台帳）

画像データ（Ａさんの厚年の紙台帳①）

画像データ（Ａさんの厚年の紙台帳②）

※最終的にコンピュータ記録に紐付かない紙台帳等の画像データについても、紙台帳検索システムにおいて、
手帳記号番号や氏名等をキーとして検索・閲覧が可能。

手帳記号番号＋
生年月

生年月日＋氏名

手帳記号番号＋
氏名

キーが一致した場合、画像データと
コンピュータ記録を紐付ける

【紐付処理の状況（平成２２年３月末現在）】

紐付処理実施件数
（平成22年３月末現在）

295百万件

手帳記号番号と生年月
で紐付処理を実施

264百万件（89.58%）

紐付いたもの

222百万件（75.35%）

紙台帳に手帳記号番号
の記載なし等

31百万件（10.42%）

紐付かなかったもの

42百万件（14.23%）

氏名をキーとした紐付け
処理へ（氏名＋生年月日、
氏名＋手帳記号番号）

73百万件（24.65%）
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コンピュータ記録と紙台帳等の突合せ（スケジュール）

紙台帳

検 索

システム

の整備

拠

点

に

お

け

る

業

務

一

次

審

査

二

次

審

査

１拠点で先行

実施（９月～）

体制

を

強化

して

実施
１拠点

で実施

全国の

拠点で実施

○全国の拠点で実施

（１０月中旬～）

第１次審査用

システム稼働

第２次審査用

システム稼働

２２年

７月 １０月 １月４月

１.８

万人

体制

５月 ６月 ８月 ９月 １１月 １２月

○調達手続き（総合評価落札方式）

・官報公示（4月5日）

・入札（5月25日～27日）

・契約（6月上旬）

○マニュアル作成

○実施準備

・拠点立上げ準備

（事業者・ﾌﾞﾛｯｸ本部）

・研修

２３年

○システム開発・基盤整備

○紙台帳の画像化・紐付け・データ移行

３月

490人

7000人

別紙３
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市町村から移管等された国民年金被保険者名簿について 

 

 

１．概要 

 

・全国の市町村が保管していた国民年金被保険者名簿（以下「国年名簿」という。）

については、紙台帳検索システムの構築のため、平成２１年９月以降、市区町村か

ら旧社会保険庁に順次移管を行ってきた。 

 

 ・移管された国年名簿については、画像化業者において、順次、電子画像化の作業を

行ってきていたが、この間、これらの国年名簿について社会保険事務所等から照会

があった場合には、画像化業者に依頼し、索出する対応を行ってきた（平成２２年

１月までに約８万４千件回答し、うち１万３千件について「名簿無」と回答）。 

 

 ・今般、国年名簿等の電子画像化が進んだことを踏まえ、電子画像データを活用して

改めて平成２１年９月以降照会があった事案について、検索を行ってみたところ、

「名簿無」として回答したものの中で、該当する国年名簿が発見されるものがあっ

た。 

 （参考） 

サンプル的に調査したところ、名簿無と回答した５０６件のうち、６０件につい

て国年名簿が発見された。なお、このうちこれまでにコンピュータ記録と突合せを

行い精査ができた３８件について分析したところ、記録訂正を要するケースはなか

ったところ。 

 

 【このようなことが生じた背景】 

 ①従来の作業が、電子画像化のために全国の市町村から膨大な量の紙台帳が移管され

たばかりの段階で実施されたため、手作業での引抜き以外に方法がなく、作業に一

定の限界があったこと。 

 ②電子画像化作業が進展したことに伴い、コンピュータによる検索が可能となるなど、

索出の能力・効率性が向上したこと。 

 

 

２．対応 

 

 ・発見された国年名簿（電子画像データ）について、照会元の年金事務所等に順次提

供する。 

 

 ・仮に、名簿が発見されたことによりお客様への対応が必要となるケース（記録照会

回答票の再送付等）が生じれば、お客様に連絡をとり、丁寧に対応することなど、

対応方針を機構本部から年金事務所等に対し指示する。 

  

   

参考 


